
公益財団法人東京都農林水産振興財団   入札情報

【公表】   

整理番号 86

契約番号 4農振財契第1523号

件名 林業機械の賃借

入札方法 ビジネスチャンス・ナビ電子入札システムを使用した電子入札

借入場所 公益財団法人東京都農林水産振興財団が指定する場所

概要 別紙仕様書のとおり

借入期間 令和6年3月1日から令和10年2月29日まで（48ヶ月）（長期継続契約）

契約方式 希望制指名競争入札

①又は②のいずれかの要件を満たす者で、本件仕様に対応可能な者

①東京都における令和3・4年度物品買入れ等競争入札参加有資格者で、「営業種目131：賃貸業
務」に登録を有する者であること。
②当財団又は官公庁等において同様の業務について契約実績を有する者であること。

格付 問わない

現場説明会 実施しない

開札予定日時 令和5年3月27日（月）　午前10時00分（ビジネス・チャンスナビ上）

希望申出期間 令和5年3月6日（月）午前10時から令和5年3月13日（月）午後4時まで

希望申出先
希望申請は、ビジネスチャンス・ナビ電子入札システムを通じてご提出ください。
下記「希望申出時の提出書類」を添付してください。

（1）希望票【様式あり】（必要事項を記入・押印）

（2）会社概要・実績一覧表【様式あり】　（必要事項を記入）

（3）〇希望申出要件①に該当する場合は、
　　　　東京都「令和3・4年度物品買入れ等競争入札参加資格審査受付票」の写し
　　　　及び「令和3・4年度競争入札参加資格審査結果通知書（物品等）」の写し
　　 〇希望申出要件②に該当する場合は、
　　　　契約実績を証明するものの写し（契約書・請書の写しなど）

備考

（1）指名業者の選定については、当財団指名業者選定基準によります。
　　（東京都物品買入れ等指名競争入札参加指名基準に準じます。）
（2）希望票の提出があっても、必ずしも指名されるとは限りません。
（3）指名通知は、指名した方のみに対して入札予定日の5日前までに行う予定です。
（4）申込書類に不備がある場合、失格になることがあります。
（5）関係する会社に該当する場合（親会社と子会社の関係にある場合、親会社を同じくする
　　子会社同士の関係にある場合、役員の兼任等がある場合）には、同一入札案件に参加する
　　ことができません。
（6）入札結果（落札業者名、落札金額等）については後日公表します。予めご了承ください。

入札に関する
問い合わせ先

公益財団法人東京都農林水産振興財団　管理課　契約担当
住所　東京都立川市富士見町3-8-1
電話　042-528-0721

仕様内容に関する
問い合わせ先

公益財団法人東京都農林水産振興財団　森の事業課　東京都林業労働力確保支援センター
住所　東京都立川市富士見町3-8-1
電話　042-528-0643

希望申出時の提出書類

(1)から(3)までの書類をナ
ビ上に添付してください。

希望申出要件



仕 様 書 

 

１ 件  名   林業機械の賃借 

 

２ 借入期間   令和６年３月１日から令和１０年２月２９日まで 

         (地方自治法第 234 条の３の規定による長期継続契約) 

 

３ 借入物件及び数量  

（１）４輪多関節型作業機械 Menzi Muck 社製 M545X １台及び付属品 

※詳細は別紙「特記仕様書」のとおり 

 

４ 借入場所   公益財団法人東京都農林水産振興財団が指定する場所 

          

５ 支払方法   月払いとし、指定金融機関口座からの引落とする。 

 

６ 任意保険   リース物件 動産総合保険 

        

７ 賃借料に含まれる項目  

 （１）物件価格 

（２）固定資産税（期間分） 

（３）動産総合保険（期間分） 

（４）点検費用 点検内容は別紙１のとおりとする。（部品代金は含まない） 

 

８ 環境により良い自動車利用について 

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、次の事項を遵守す

ること。 

(１) 都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成12年東京都条例第215号） 

第37条のディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

(２) 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削

減等に関する特別措置法（平成４年法律第70号）の対策地域内で登録可能な自動

車であること。 

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の 

提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、又は提出すること。 

 

９ 個人情報に関する特記事項の遵守 

 個人情報に関する特記事項については、別紙２のとおりとする。  

 

10 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策 

 （１）本契約においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に努めること。 

 （２）契約後に新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴い、納期への影響等が

発生した場合、賃貸人及び財団の間において、借入期間開始日の変更等のための

協議を行う。この場合、賃貸人の責めに帰すことができないものとして、契約書

に基づき、契約内容の変更を行うものとし、賃貸人及び財団の間での協議を踏ま

え適切に対応する。 

 

11 暴力団等排除に関する特記事項 

  暴力団等排除に関する特記事項については、別に定めるところによる。 

 

12 その他 

 （１）借入期間、月額賃借料、支払回数及び支払期日等の契約事項に変更が生じる場

合、賃貸人及び財団の間において協議の上、契約内容の変更を行うものとする。 



（２）借入物件購入時の輸入総代理店に対する支払は、契約時、工場出荷時及び納入

後 10 日以内の３回分割払となるため、輸入総代理店に詳細を確認すること。 

 

13 担当部署 

〒190-0013 東京都立川市富士見町三丁目８番１号 

  公益財団法人東京都農林水産振興財団  

  森の事業課 東京都林業労働力確保支援センター  

  電話 ０４２－５２８－０６４３ 



１　４輪多関節型作業機械

数量

MenziMuck社製　M545X 1

・ターボチャージ４気筒ディーゼル
(Deutz TDC4.1(Tier 4final)　115kw/157PS,AdBlue)

・４輪駆動

・４林操舵（センサー支援操舵）

・油圧伸縮式アウトリガー（後方）

・Nokian社製タイヤ　600/50-22.5

・集中自動給脂システム

KONRAD社製　Woody50　WH50-1　林業パッケージトップソー付き 1

・高性能造材管理システム KTC

・サポーティングレッグ

1

・80kN（約８トン）引き

タイヤチェーン（４本） 1

ツールボックス（専用工具） 1

２　その他留意事項

　オペレータ２名までのトレーニング費用を含むものとする。

品目

ア
タ
ッ
チ
メ
ン
ト
・
付
属
品

特記仕様書

本
体

Gantner社製　シンクロウインチ　W135M
（重量:770kg、ワイヤー長:100m、ワイヤー直径:14mm）



別紙１

区分 回数 内容

1 使用前点検 12回まで メーカーメンテナンススケジュール掲載「8h毎・50h毎点検」

2 使用後点検 12回まで メーカーメンテナンススケジュール掲載「8h毎・50h毎点検」

3 初回点検 1回(50～100時間内) メーカーメンテナンススケジュール掲載「初回点検」

4 500時間毎点検 6回まで メーカーメンテナンススケジュール掲載「500時間毎点検」

5 1,000時間毎点検 3回まで メーカーメンテナンススケジュール掲載「年間 1,000時間毎点検」

6 2,000時間毎点検 1回まで メーカーメンテナンススケジュール掲載「2,000時間毎点検」

7 特定自主検査 4回まで 労働安全衛生法等に基づく自主検査

点　検　内　容



 



 



【別紙２】 

 

個人情報に関する特記事項 

 

（定義） 

第１ 本業務において、公益財団法人東京都農林水産振興財団（以下「財団」という。）の保有す

る個人情報（以下、単に「個人情報」という。）とは、財団が貸与する原票、資料、貸与品等に

記載された個人情報及びこれらの情報から受託者が作成した個人情報並びに受託者が財団に代

わって行う本業務の過程で収集した個人情報の全てをいい、受託者独自のものと明確に区分しな

ければならない。 

 

（個人情報の保護に係る受託者の責務） 

第２ 受託者は、この契約の履行に当たって、個人情報を取り扱う場合は、「東京都個人情報の保

護に関する条例」（平成 2年東京都条例第 113号）を遵守して取り扱う責務を負い、以下の事項

を遵守し、個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報保護に必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

（再委託の禁止） 

第３ 受託者は、この契約書に基づく委託業務を第三者に委託してはならない。ただし、委託業

務全体に大きな影響を及ぼさない補助的業務についてあらかじめ財団の書面による承諾を得た

場合にはこの限りでない。 

２ 前項ただし書きに基づき財団に承諾を求める場合は、再委託の内容、そこに含まれる情報、再

委託先、個人情報管理を含めた再委託先に対する管理方法等を文書で提出しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第４ 受託者は、第３第１項ただし書きにより財団が承認した場合を除き、委託業務の内容を第三

者に漏らしてはならない。この契約終了後も同様とする。 

２ 第３第１項ただし書きにより、財団が承認した再委託先についても、同様の秘密保持に関する

責務を課し、受託者が全責任を負って管理するものとする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第５ 受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。また、

第３第１項ただし書きにより財団が承認した部分を除き、契約の履行により知り得た内容を第三

者に提供してはならない。 

 

（複写複製の禁止） 

第６ 受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、財団から引き渡された原票、資料、貸

与品等がある場合は、財団の承諾なくして複写又は複製をしてはならない。 

 

（個人情報の管理） 

第７ 受託者は、財団から提供された原票、資料、貸与品等のうち、個人情報に係るもの及び受

託者が契約履行のために作成したそれらの記録媒体については、施錠できる保管庫又は施錠入

退管理の可能な保管室に格納するなど適正に管理しなければならない。 

２ 受託者は、前項の個人情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設け

個人情報の管理状況を記録しなければならない。 

３ 受託者は、財団から要求があった場合には、前項の管理記録を財団に提出しなければならない。 



 

 

 

（受託者の安全対策と管理体制資料の提出） 

第８ 受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るとともに個人情報保護に万全を期するた

め、委託業務の実施に当たって使用する受託者の管理下の施設において、以下の事項について安

全管理上必要な措置を講じなければならない。 

 (1) 委託業務を処理する施設等の入退室管理 

 (2) 財団から提供された、原票、資料、貸与品等の使用保管管理 

 (3) 契約履行過程で発生した業務記録、成果物等（出力帳票及び磁気テープ、フロッピィ等の

磁気媒体を含む。）の作成、使用、保管管理 

 (4) その他仕様等で指定したもの。 

２ 財団は、前項の内容を確認するため、受託者に対して、個人情報の管理を含めた受託者の安全

管理体制全般に係る資料の提出を求めることができる。 

 

（財団の検査監督権） 

第９ 財団は、必要があると認める場合には、受託者の作業現場の実地調査を含めた受託者の個人

情報の管理状況に対する検査監督及び作業の実施に係る指示を行うことができる。 

２ 受託者は、財団から前項に基づく検査実施要求、作業の実施に係る指示があった場合には、そ

れらの要求、指示に従わなければならない。 

 

（資料等の返還） 

第 10 受託者は、この契約による業務を処理するため財団から引き渡された原票、資料及び貸与

品等並びに受託者が収集した個人情報に係る資料等を、委託業務完了後速やかに財団に返還し

なければならない。 

２ 前項の返還時に、個人情報に係るものについては、第７第２項に定める個人情報の管理記録を

併せて提出し報告しなければならない。 

 

（記録媒体上の情報の消去） 

第 11 受託者は、受託者の保有する記録媒体（磁気ディスク、紙等の媒体）上に保有する、委託処

理に係る一切の情報について、委託業務終了後、全て消去しなければならない。 

２ 第２第１項ただし書きにより財団が承認した再委託先がある場合には、再委託先の情報の消去

について受託者が全責任を負うとともに、その状況を前項の報告に含め財団に報告しなければな

らない。 

 

（事故発生の通知） 

第 12 受託者は、委託業務の完了前に事故が生じたときには、速やかにその状況を書面をもって財

団に通知しなければならない。 

２ 前項の事故が、個人情報の漏えい、滅失、き損等の場合には、漏えい、滅失、き損した個人情

報の項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、速やか

に財団に報告し、都の指示に従わなければならない。 

 

（財団の解除権） 

第 13 財団は、受託者の個人情報の保護に問題があると認める場合はこの契約を解除することが

できる。 

 

（疑義についての協議） 



 

 

第 14 この取扱事項の各項目若しくは仕様書で規定する個人情報の管理方法等について疑義等が

生じたとき又はこの取扱事項若しくは仕様書に定めのない事項については、両者協議の上定める。 


